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日医標準レセプトソフト
対応概要

日医総研： ORCAプロジェクト

平成22年度診療報酬改定
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日レセ対応概要

平成22年3月31日付けで廃止となる経過

措置医薬品の置き換えマスタについて

明細書の発行について

処方せんについて

明細書発行関連のＱＡ
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経過措置品目の置き換え
マスタについて

日レセの対応状況
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提供している置き換えマスタ

平成22年３月３１日で期限切れになる医薬品

21年6月1日新規医薬品および経過措置の告示

製薬企業等による医薬品の製造販売承認の承継に係る
新旧品目一覧
http://www.iryohoken.go.jp/shinryohoshu/file/info/ytekiyou090601.xls

21年5月15日新規医薬品および経過措置の告示

新規収載医薬品と経過措置医薬品の対照表
http://www.iryohoken.go.jp/shinryohoshu/file/info/ytekiyou090515.xls

支払基金で公表されている「平成22年3月31日付けで廃止となる経過措
置医薬品 」については、移行先が指定されていませんので、置き換え
マスタは提供していません。
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提供していない置き換えマスタ

平成22年３月３１日で期限切れになる医薬品

22年3月5日医薬品マスターに関する資料 別添2
http://www.iryohoken.go.jp/shinryohoshu/file/info/y2code100305.pdf

移行医薬品について薬価が異なる事もあり、品目数
も22品目と少ないことから提供していない。

支払基金で公表されている「平成22年3月31日
付けで廃止となる経過措置医薬品 」については、
移行先が指定されていませんので、置き換えマ
スタは提供していません。
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明細書の発行について

日レセの対応状況
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明細書発行の義務化

平成22年４月１日より、電子情報処理組織の使

用による請求又は光ディスク等を用いた請求に
より療養の給付費等の請求を行うことが義務付
けられた保険医療機関及び保険薬局は、領収証
を交付するに当たっては、正当な理由がない限
り、当該費用の計算の基礎となった項目ごとに
記載した明細書を無償で交付しなければならな
い。

保発0305第２号「医療費の内容の分かる領収証及び個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書の交付について」より
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保険医療機関及び保険医療養担当規則

（領収証等の交付）
第五条の二 保険医療機関は、前条の規定により患者から費用の支払を

受けるときは、正当な理由がない限り、個別の費用ごとに区分して記載し
た領収証を無償で交付しなければならない。

２ 厚生労働大臣の定める保険医療機関は、前項の場合において患者か

ら求められたときは、当該費用の計算の基礎となった項目ごとに記載した
明細書を交付しなければならない。

２ 厚生労働大臣の定める保険医療機関は、前項に規定する領収証を交

付するときは、正当な理由がない限り、当該費用の計算の基礎となった項
目ごとに記載した明細書を交付しなければならない。ただし、領収証を交
付するに当たり明細書を常に交付することが困難であることについて正当
な理由がある場合は、患者から求められたときに交付することで足りるも
のとする。

３ 前項に規定する明細書の交付は、正当な理由がある場合を除き、無償

で行わなければならない。
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0 請求書・明細書不要
1 請求書・明細書必要
2 請求書・明細書必要（請求あり）
3 請求書・明細書必要（訂正時なし）
4 請求書必要（明細書不要）
5 請求書必要（請求あり）（明細書不要）
6 請求書必要（訂正時なし）（明細書不要）

患者単位の発行設定
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患者単位の発行設定２

発行しない発行する－
6 請求書必要
（訂正時なし・明細書不要）

発行しない発行する０円除く
5 請求書必要
（請求あり・明細書不要）

発行しない発行する－
4 請求書必要
（明細書不要）

発行する発行する－
3 請求書・明細書必要
（訂正時なし）

発行する発行する０円除く
2 請求書・明細書必要
（請求あり）

発行する発行する－1 請求書・明細書必要

発行しない発行しない－0 請求書・明細書不要

診療費
明細書

請求書兼
領収書

請求金額請求書発行区分
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明細書の設定（プログラムオプション）

#は取る。
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診療費明細書（合計の単位）
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診療費明細書（網掛け）

４段階

網掛けあり（濃い）=3 網掛けなし=0
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診療費明細書

明細書の発行が義務付けられた保険医療機関
及び保険薬局において、無償で発行する領収証
に個別の診療報酬点数の算定項目が分かる明
細が記載されている場合には、明細書が発行さ
れたものとして取り扱うこととし、当該保険医療
機関において患者から明細書発行の求めがあっ
た場合にも、別に明細書を発行する必要はない
こと。

本年６月末までにA5サイズの領収書兼診療費
明細書の提供を予定しています。

※保発0305第２号「医療費の内容の分かる領収証及び個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書の交付について」より



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月以降

診療明細書

院内掲示

届出

診療明細書

院内掲示

届出

診療明細書

院内掲示

診療明細書

院内掲示

診療明細書

院内掲示

届出

診療明細書

院内掲示

届出

診療明細書

院内掲示

届出

診療明細書

院内掲示

届出

明細書発行義務化について

手書きレセプト

診
療
所

レセプト電子化
済み

電算（紙）レセプト

猶予中の
医療機関含む

明細発行
機能付き

発行体制
加算算定

無料発行義務化

発行体制
加算未算定

不要

有料発行可・発行しなくても良い

発行の有無・費用について

※「任意（した方がいい）」の部分は、テレビ・新聞等のマスコミが明細書の事を報道しているので、患者に不信感を与えないために「7月から発行します。」等の院内掲
示はあった方がいいと言うことを表します。

任意（した方がいい）

明細発行機能無し

正当な理由有り
（明細発行機能無し等）

明細発行機能付き

不要

有料発行可・発行しなくても良い

不要

任意（した方がいい）

届出

届出

有料発行可・発行しなくても良い

有料発行可・発行しなくても良い

発行の有無・費用について

有料発行可

任意（した方がいい）

正当な理由有り

必須

2010-04-14までに届出

発行の有無・費用について

発行の有無・費用について

「正当な理由届け」は6月中

7月から体制加算を算定する場合、届出は7月1日まで

不要

任意（した方がいい）

無料発行義務化

必要

病
院

レセ電義務化

明細書発行
義務化

無料発行義務化（待ったなし）

必須（待ったなし）

不要

有料発行可・発行しなくても良い

必須（待ったなし）

必須（待ったなし）、「正当な理由届け」は2010-04-14までに届出
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診療報酬改定の注意事項

処方せん
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療養担当規則の改正
現行（努力義務）

投薬を行うに当たっては、後発医薬品の使用を考慮するよう
努めなければならない。

改定後
投薬を行うに当たっては、後発医薬品の使用を考慮するとと
もに、患者に後発医薬品を選択する機会を提供すること等患
者が後発医薬品を選択しやすくするための対応に努めなけ
ればならない。

選択しやすくするための対応とは
診察時に後発医薬品の使用に関する患者の意向を確認する。

保険調剤薬局において後発医薬品に変更して調剤することや、後発
医薬品の使用に関する相談の対応等が可能な旨を患者に伝えること
（院内掲示）等

「備考」欄中の「保険医署名」欄に署名等を行わない等。

後発医薬品の使用促進
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後発医薬品への変更について

処方医が、処方せんに記載した一部の先発医
薬品又は後発医薬品への変更に差し支えがあ
ると判断した場合、患者及び薬局の薬剤師にも
明確に変更不可であることが分かるように、記
載することとする。

ア 含量規格が異なる後発医薬品への変更に差し支え
があると判断した場合

【含量規格変更不可】のコメント

イ 類似した別剤形の後発医薬品への変更に差し支え
があると判断した場合

【剤形変更不可】のコメント
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後発医薬品への変更マトリクス

不可不可可
「含量規格変更不可」
及び「剤形変更不可」

の記載あり

不可可可
「剤形変更不可」

の記載あり

可不可可
「含量規格変更不可」

の記載あり

不可不可不可
「変更不可」
の記載あり

可可可
「変更不可」
等の記載なし

類似する別剤形
の後発医薬品へ
の変更調剤

含量規格が異な
る後発医薬品へ
の変更調剤

含量規格が同一
の後発医薬品へ
の変更調剤

保医発0305第12号 「処方せんに記載された医薬品の後発医薬品への変更について」より
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処方せん記載例（2008-04資料より）

099209903
後発変更不可

記載しない

▲日レセ入力画面 ▲
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処方せん（新様式）
（1）都道府県番号

（都道府県別の２桁の番号）
（2）点数表番号

（医科は１、歯科は３）
（3）医療機関コード

（医療機関別の７桁の番号）

処方せん及び調剤レセプトに、
以下の記載を加えることとする。
なお、経過措置期間を設け、平
成22年９月までは従前の様式で
も可とする。

オリジナル帳票（処方箋）（ A21000H02 ）
の対応は４月以降（時期未定）

※公開帳票は従前のものも9月までは
使用可
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JAHIS2
1,1,1234567,13,医療法人 オルカ医院
2,,東京都文京区本駒込２－２８－１６
3,03-3942-7192
4,2,11,整形外科
5,,,日医 孝男
11,,日医 花子,ﾆﾁｲ ﾊﾅｺ
12,2
13,19650903
21,1
22,01130012
23,品川とれに,１０９８,1
51,20090911
101,1,1,,30
111,1,1,,１日３回毎食後に,
201,1,1,1,2,620006958,,3,1,錠
201,1,2,1,2,613130595,,3,1,錠
101,2,1,,30
111,2,1,,１日２回朝夕食後に,
201,2,1,1,2,612140444,,2,1,錠

ＱＲコードとその内容
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検討会報告書（厚生労働省のWebサイト）
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2010/01/s0129-4.html

日レセの対応について

原則として、日レセのシステム対応については検討中とし、
２年以内の直接の対応は行わない。

内服薬処方せんの記載方法の在り方に関する検討会報告書の公
表について（周知依頼）」への対応について

フロモックス錠100mg  3錠
メジコン錠15mg 3錠
ムコソルバン錠15mg 3錠
1日3回毎食後 7日分

プレドニン錠（5ｍｇ） 7錠（4－2－1）
分3 毎食後7日分

フロモックス錠100mg 1回1錠
メジコン錠15mg 1回1錠
ムコソルバン錠15mg 1回1錠
1日3回 朝昼夕食後 7日分

プレドニン錠5ｍｇ 1回4錠1日1回 朝食後 7日分
プレドニン錠5ｍｇ 1回2錠1日1回 昼食後 7日分
プレドニン錠5ｍｇ 1回1錠1日1回 夕食後 7日分

周知依頼： http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/isei/i-anzen/hourei/index.html
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内服薬処方せんの記載方法の在り方に関する検討会報告書の公
表について（周知依頼）」への対応について

理由
平成２２年３月29日発出の「診療報酬請求書等の記載要領等
について」等の一部改正について（別紙２・第５ 処方せんの記載上
の注意事項 ７項（２）（３））において記載変更なし。

分量は、内服薬については１日分量、内服用滴剤、注射薬及び外用
薬については投与総量、屯服薬については１回分量を記載すること。

同７項（7）に以下の文章が追加された。
なお、内服薬の処方せんへの記載に当たっては、「内服薬処方せんの
記載方法の在り方に関する検討会報告書の公表について」（平成22
年１月29日付医政発0129第３号薬食発0129第５号）も参考にされた
い。

義務では無く、法的な拘束力は無い。
あくまでもガイドライン的な扱いであり、

従来通りの処方せん記載でＯＫ！

つまり
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内服薬処方せんの記載方法の在り方に関する検討会報告書の公
表について（周知依頼）」への対応について

診療報酬請求（開発）の面から
日レセはソースを公開していることから、20以上の商用電

子カルテと接続実績がある。これらのシステム設計にも多
大な影響をおよぼす。

レセコンにおいて、処方入力は診療報酬の点数計算と密
接に関係しており「記載方法の在り方」にある記載方法を
採用した場合、剤のカウントや薬剤料の計算や患者向け
の帳票作成ロジック等に多大な影響を及ぼす可能性が高
い。

「記載方法の在り方」に「2～3 年のうちに中間評価を行う。」とあり、

「遅くとも５年後に、対策について再検討する。」とある。いそいで
対応しても見直しにより再度変更される可能性がある。
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一回量の記載は可能

投薬に関して入力方法に変更は行わないが．．．
もともと、 「診療報酬請求書等の記載要領等につい
て」等の一部改正について（別紙２・第５ 処方せんの

記載上の注意事項 ７項（３））において下記の記載
がある。

「用法及び用量は、１回当たりの服用（使用）量、１日当た
り服用（使用）回数及び服用（使用）時点（毎食後、毎食前、
就寝前、疼痛時、○○時間毎等）、投与日数（回数）並びに
服用（使用）に際しての留意事項等を記載すること。」

処方コメントを用いれば、一回量の記載は可能
である。
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コメント文の利用
※日レセVer.4.5以降（薬情コメントにも対応）

http://www.orca.med.or.jp/pub/receipt/manual/jma-receipt-manual-4.5.0/html/index.html?page=343
http://www.orca.med.or.jp/pub/receipt/manual/jma-receipt-manual-4.5.0/html/index.html?page=941
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0084XXXXXを使用した場合

何文字目に

何文字いれる

● ● ●



29

入力と出力結果

▲入力例
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明細書・明細書発行体制加算
に関するＱＡ

平成22年度診療報酬改定『Ｑ＆Ａ』（その1） ：日本医師会(2010-03-11)

疑義解釈資料の送付について（その１） ：厚生労働省(2010-03-29）

より
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【明細書発行】《日医ＱＡより》

Q．レセプト電子請求していない医療機関において、明細

書の発行を要請されたら、手書きでも必ず発行しなけれ
ばならないのか？

A．発行義務はない。発行できない旨院内掲示をする義務

が課せられた。

Q．レセプト電子請求していない医療機関でも明細書の発

行ができる医療機関では、明細書を発行した場合、費
用を徴収できるのか？

A．発行義務はないが、発行した場合、患者の同意の下、

費用を徴収してよい。 この場合、明細書発行の手続き、
費用徴収の有無、金額の院内掲示が必要であるが、地
方厚生局（支）局長への届出は不要である。
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【明細書発行】《日医ＱＡより》

Q．レセプト電子請求していない医療機関において、明細書の発行
を要請されたら、手書きでも必ず発行しなければならないのか？

A．発行義務はない。発行できない旨院内掲示をする義務が課せら
れた。

Q．レセプト電子請求していない医療機関でも明細書の発行ができ
る医療機関では、明細書を発行した場合、費用を徴収できるの
か？

A．発行義務はないが、発行した場合、患者の同意の下、費用を徴
収してよい。 この場合、明細書発行の手続き、費用徴収の有無、
金額の院内掲示が必要であるが、地方厚生局（支）局長への届
出は不要である。

Q．レセプト電子請求していない医療機関には、猶予中の医療機関
も含まれるか？

A．含まれる。
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【明細書発行】《日医ＱＡより》

Q．レセプト電子請求を7月診療分から開始する診療所の場合、明
細書発行義務化は7月1目からと考えてよいか？

A．そのとおり。

Q．求められる明細書の具体的な内容とは？

A．医療費め内容の分かる領収証及び個別の診療報酬の算定項目
の分かる明細書の交付について（保険局長通知）の別紙様式5を
標準とし、同通知における記載例を参照されたい。

Q．明細書の発行が義務付けられる医療機関においては、正当な
理由がない限り、原則として明細書を無料で発行することとされ
ているが、原則ということは、明細書を発行しなくてもよい場合が
あるということか？

A．患者が明細書の発行を希望しない旨、申し出があった場合には
、明細書を発行する必要はない。
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【明細書発行】《日医ＱＡより》

Q．検査名や薬剤名から疾患名が判明するが、例えば、がん患者に
告知する前、あるいは家族から本人に告知しないように言われて
いる場合も発行義務があるのか？

A．明細書の交付により、療養の継続に支障が生じると判断される
場合や患者に精神的な損害が生じると判断される場合には、明
細書を交付する義務はない。また、病名告知に配慮するため、会
計窓口に「明細書には薬剤の名称や行った検査の名称が記載さ
れます。明細書の交付を希望しない場合は事前に申し出て下さ
い。」と掲示すること等を通じて、患者及びその家族の意向を的
確に確認できるようにすること。

Q．全額公費負担の場合等、患者一部負担金が発生しない場合に
は領収証を交付しないが、明細書は交付する必要があるのか？

A．交付しなくても差し支えない。
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【明細書発行】《厚労疑義より》

Ｑ．平成22年４月現在、医科診療所はレセプトの電子請
求が義務化されていないが、明細書発行の義務はある
のか。

Ａ．医科診療所は平成22年7月１日より原則としてレセプト
の電子請求が義務化となるため、平成22年７月１日より
原則として明細書発行が義務となる。なお、電子請求が
義務化されたが正当な理由に該当する診療所について
は、平成22年７月１日までに地方厚生（支）局長あてに
届出を行うこと。

Ｑ．平成22年７月１日以降であっても、常勤の医師がすべ
て高齢者であることやレセコンリース期間中であること
等により、電子請求が免除又は猶予されている医科診
療所の場合、明細書発行の義務はあるのか。

Ａ．電子請求が免除又は猶予されている場合には、明細
書発行の義務はないが、発行されることが望ましい。
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【明細書発行】《厚労疑義より》

Ｑ．一部負担金の支払いが会計窓口でも自動入金機でも
出来る場合で、窓口でのレセコンには明細書発行機能
が付与されているが、自動入金機には明細書発行機能
が付与されていない場合、窓口会計の患者に対しても
｢正当な理由」に該当するものとして患者からの求めに
応じての明細書交付や有料での明細書交付としてよい
か。

Ａ．自動入金機での支払いの場合には「正当な理由」に該
当し、患者からの求めに応じての発行や有料での発行
でも差し支えないが、窓口での支払いの患者に対して
は、全患者に対して無償での交付が必要である。なお、
この場合の地方厚生（支）局長への届出は、正当な理
由に該当するものとして、「２ 自動入金機の改修が必
要」に○を付した上で、自動入金機を利用する患者に対
してのみである旨を付記すること。
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【明細書発行】《厚労疑義より》

Ｑ．明細書を希望しない患者の場合、その意向確認は書
類で行う必要があるのか。

Ａ．必ずしも書類で行う必要はない。

Ｑ． 公費負担医療の患者について、食事療養のみを医療
保険から給付した場合や保険外併用療養費の自己負
担のみの場合には、明細書の発行は必要か。

Ａ． 必要である。

Ｑ． 一部負担金等の支払いがない患者には明細書を交
付しなくても良いと解してよいか。

Ａ． 一部負担金等の支払いがない患者については、明細
書発行の義務はないが、明細書発行の趣旨を踏まえ、
可能な限り発行されるのが望ましい。
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明細書発行体制等加算《日医ＱＡより》

Q．患者から明細書の交付は不要である旨申し出

があり、交付しなかった患者についても算定でき
るか？

A．算定できる。

Q．レセプト電子請求の義務はないが、明細書の

発行を行う診療所では算定できるか？

A．届出要件に「レセプト電子請求を行っているとこ

ろ」とあることから、算定できない。
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【明細書発行体制等加算】《厚労疑義より》

Ｑ． 明細書が不要である旨申し出た患者に対しても明細
書発行体制等加算を算定してよいのか。

Ａ ．算定可。

Ｑ．明細書としてレセプトを交付している場合でも要件に該
当するのか。

Ａ．個別の点数がわかるように必要な情報を付したうえで
交付していれば、レセプトでも差し支えない。

Ｑ．明細書発行体制等加算の届出には、「基本診療料の
施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いに
ついて」の別添７の様式２の２以外に、何らかの添付書
類は必要なのか。

Ａ．不要。
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【明細書発行体制等加算】《厚労疑義より》

Ｑ．明細書発行体制等加算の要件には、レセプト電子請
求を行っていることとあるが、電子請求の届出を審査支
払機関に既に提出しており、確認試験中である場合に
は、当該要件を満たすことになるのか。

Ａ．電子請求を行っていることが要件であるため、電子請
求が可能となる月から算定可能である。具体的には、
例えば５月10日の請求から電子請求が可能となる場合

には、その他の要件を満たしていれば、５月１日の診療
分から明細書発行体制等加算が算定可能となる。なお、
この場合、明細書発行体制等加算の地方厚生（支）局
長への届出は５月１日までに行う必要がある。
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日レセに関する詳細情報は
「平成22年4月診療報酬改定対応資料」

をご覧ください。

http://www.orca.med.or.jp/receipt/outline/revision/201004.rhtml




